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一般旅客自動車運送事業者の法令違反に対する
自動車の使用停止処分の取扱いについて

関自監旅第 ２２２ 号
関 自 保第 ２３３ 号
平成２１年９月３０日

一部改正 平成２３年３月３０日
一部改正 平成２４年３月２７日

標記について、「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準につい
て」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１３号、関自旅一第７１０号、関自保
第２２４号）、「一般貸切旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」
（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１６号、関自旅一第７１３号、関自保第２
２７号）、「一般乗用旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」（平
成２１年９月３０日付け関自監旅第２１９号、関自旅二第１１１６号、関自保第２３
０号）（以下「行政処分等の基準」という。）中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車
運送事業については３．（３）、（４））の処分日車数の決定及び（４）（一般乗用旅客
自動車運送事業については（５）、（６））の処分日車数における処分車両数及び処分
期間の配分は、下記により取り扱うこととする。

記

１．処分日車数の決定
行政処分等の基準中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車運送事業については３．
（３）、（４））に基づき算定するものとし、旅客自動車運送事業運輸規則第３８条
第１項以外の輸送の安全確保に関する違反又は輸送の安全確保以外の違反に係る日
車数が同日車数の場合における最大の日車数は、輸送の安全確保に関する違反とす
る。

２．処分車両数及び処分期間の配分方法
上記１．により算定された処分日車数に対する処分する車両の数は、処分日車数
を３０（一般乗用旅客自動車運送事業にあっては１５）で除して得た数（端数は切
り上げ）とし、当該車両を処分する期間は処分日車数を処分する車両の数で除して
得た数（端数は切り捨て）とする。この場合において、処分日車数に余りが生じた
ときは、処分の対象とする事業用自動車のうち１両について、当該余りに相当する
日車数の使用停止をさらに行うものとする。
また、処分しようとする車両数が当該営業所の保有車両数の３０％を超える場合
は、以下の計算により得られた処分車両数及び処分期間とする。（処分日車数に

－1－



余りが生じたときの取扱は前述のとおりとする。）

処 分 日 数（端数切り捨て）＝処分日車数÷（配置車両数×０.３）
処分車両数（端数切り上げ）＝処分日車数÷処分日数
処 分 期 間（端数切り捨て）＝処分日車数÷処分車両数

ただし、上記により算出された処分車両数の処分期間が、６月を超える場合は、
当該処分車両数に、さらに１両を追加するものとする。
この場合において、追加した１両の処分期間は、当該処分車両数に当該処分期間
を乗じて得た日数から１８０を減じることにより得られた日数とする。

３．使用停止対象車両の決定方法
上記２．により、算出された「処分車両数」に係る停止対象車両の指定は、以下
の運送事業の種類ごとに、①、②、③、④の順に該当する車両を指定するものとす
る。
（１）一般乗合旅客自動車運送事業者
① 違反事業者の違反営業所等の違反車両
② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両（初度登
録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とする。）

③ 違反事業者の違反営業所等の違反車両と乗車定員が同一の車両
（乗車定員が同一の車両が複数ある場合は、初度登録年月が新しい順とする。)

④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車両（初
度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とする。）

（２）一般貸切旅客自動車運送事業者
① 違反事業者の違反営業所等の違反車両
② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両
（初度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とする。）

③ 違反事業者の違反営業所等の違反車両と乗車定員が同一の車両
（乗車定員が同一の車両が複数ある場合は、初度登録年月が新しい順とする。）

④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車両（初
度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とする。）

（３）一般乗用旅客自動車運送事業者
① 違反事業者の違反営業所等の違反車両
② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両（④の車
両を除く。）

③ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車両（④
の車両を除く。）

④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、特種需要に対応する車両

４．遊休車両の処分車両数及び処分期間の配分方法
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一般乗用旅客自動車運送事業者の、行政処分等の基準中３．（６）及び「一般乗
用旅客自動車運送事業者の法令違反に対する関係通達の解釈及び運用について」（平
成２１年９月３０日付け関自監旅第２２１号、関自旅二第１１１８号、関自保第２
３２号）中３．（３）に従い決定するものとする。

附則
１．本取扱いは、平成２１年１０月１日から適用する。
２．本取扱いの適用前の違反行為については、従前の取扱いによるものとする。
３．平成１６年７月２０日付け関自監一第１５７号及び関自安第５１５号による「一
般旅客自動車運送事業の法令違反に対する自動車の使用停止処分の取扱いについ
て」は、平成２１年９月３０日限りこれを廃止する。

附則（平成２３年３月３０日 関自監旅第７１３号、関自保第５３５号 一部改正）
本取扱いは、平成２３年４月１日から適用する。

附則（平成２４年３月２７日 関自監旅第１１４４号、関自保第３７０号 一部改正）
本取扱いは、平成２４年４月１日から適用する。
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「一般旅客自動車運送事業者の法令違反に対する自動車の使用停止処分取扱いについて」新旧

新 旧

一般旅客自動車運送事業者の法令違反に対する 一般旅客自動車運送事業者の法令違反に対する
自動車の使用停止処分の取扱いについて 自動車の使用停止処分の取扱いについて

関自監旅第 ２２２ 号 関自監旅第 ２２２ 号
関 自 保第 ２３３ 号 関 自 保第 ２３３ 号
平成２１年９月３０日 平成２１年９月３０日

一部改正 平成２３年３月３０日 一部改正 平成２３年３月３０日
一部改正 平成２４年３月２７日

標記について、「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基 標記について、「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基
準について」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１３号、関自旅一第 準について」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１３号、関自旅一第
７１０号、関自保第２２４号）、「一般貸切旅客自動車運送事業者に対する ７１０号、関自保第２２４号）、「一般貸切旅客自動車運送事業者に対する
行政処分等の基準について」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１６ 行政処分等の基準について」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１６
号、関自旅一第７１３号、関自保第２２７号）、「一般乗用旅客自動車運送 号、関自旅一第７１３号、関自保第２２７号）、「一般乗用旅客自動車運送
事業者に対する行政処分等の基準について」（平成２１年９月３０日付け関 事業者に対する行政処分等の基準について」（平成２１年９月３０日付け関
自監旅第２１９号、関自旅二第１１１６号、関自保第２３０号）（以下「行 自監旅第２１９号、関自旅二第１１１６号、関自保第２３０号）（以下「行
政処分等の基準」という。）中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車運送事 政処分等の基準」という。）中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車運送事
業については３．（３）、（４））の処分日車数の決定及び（４）（一般乗用旅 業については３．（３）、（４））の処分日車数の決定及び（４）（一般乗用旅
客自動車運送事業については（５）、（６））の処分日車数における処分車両 客自動車運送事業については（５）、（６））の処分日車数における処分車両
数及び処分期間の配分は、下記により取り扱うこととする。 数及び処分期間の配分は、下記により取り扱うこととする。

記 記

１．処分日車数の決定 １．処分日車数の決定
行政処分等の基準中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車運送事業に 行政処分等の基準中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車運送事業に

ついては３．（３）、（４））に基づき算定するものとし、旅客自動車運送 ついては３．（３）、（４））に基づき算定するものとし、旅客自動車運送
事業運輸規則第３８条第１項以外の輸送の安全確保に関する違反又は輸送 事業運輸規則第３８条第１項以外の輸送の安全確保に関する違反又は輸送
の安全確保以外の違反に係る日車数が同日車数の場合における最大の日車 の安全確保以外の違反に係る日車数が同日車数の場合における最大の日車
数は、輸送の安全確保に関する違反とする。 数は、輸送の安全確保に関する違反とする。
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２．処分車両数及び処分期間の配分方法 ２．処分車両数及び処分期間の配分方法
上記１．により算定された処分日車数に対する処分する車両の数は、処 上記１．により算定された処分日車数に対する処分する車両の数は、処

分日車数を３０（一般乗用旅客自動車運送事業にあっては１５）で除して 分日車数を３０（一般乗用旅客自動車運送事業にあっては１５）で除して
得た数（端数は切り上げ）とし、当該車両を処分する期間は処分日車数を 得た数（端数は切り上げ）とし、当該車両を処分する期間は処分日車数を
処分する車両の数で除して得た数（端数は切り捨て）とする。この場合に 処分する車両の数で除して得た数（端数は切り捨て）とする。この場合に
おいて、処分日車数に余りが生じたときは、処分の対象とする事業用自動 おいて、処分日車数に余りが生じたときは、処分の対象とする事業用自動
車のうち１両について、当該余りに相当する日車数の使用停止をさらに行 車のうち１両について、当該余りに相当する日車数の使用停止をさらに行
うものとする。 うものとする。
また、処分しようとする車両数が当該営業所の保有車両数の３０％を超 また、処分しようとする車両数が当該営業所の保有車両数の３０％を超

える場合は、以下の計算により得られた処分車両数及び処分期間とする。 える場合は、以下の計算により得られた処分車両数及び処分期間とする。
（処分日車数に余りが生じたときの取扱は前述のとおりとする。） （処分日車数に余りが生じたときの取扱は前述のとおりとする。）

処 分 日 数（端数切り捨て）＝処分日車数÷（配置車両数×０.３） 処 分 日 数（端数切り捨て）＝処分日車数÷（配置車両数×０.３）
処分車両数（端数切り上げ）＝処分日車数÷処分日数 処分車両数（端数切り上げ）＝処分日車数÷処分日数
処 分 期 間（端数切り捨て）＝処分日車数÷処分車両数 処 分 期 間（端数切り捨て）＝処分日車数÷処分車両数

なお、監査によらないで自動車の使用停止処分を行う場合の処分日車数
に対する処分車両数は、当該違反車両の数とする。

ただし、上記により算出された処分車両数の処分期間が、６月を超える ただし、上記により算出された処分車両数の処分期間が、６月を超える
場合は、当該処分車両数に、さらに１両を追加するものとする。 場合は、当該処分車両数に、さらに１両を追加するものとする。
この場合において、追加した１両の処分期間は、当該処分車両数に当該 この場合において、追加した１両の処分期間は、当該処分車両数に当該

処分期間を乗じて得た日数から１８０を減じることにより得られた日数と 処分期間を乗じて得た日数から１８０を減じることにより得られた日数と
する。 する。

３．使用停止対象車両の決定方法 ３．使用停止対象車両の決定方法
上記２．により、算出された「処分車両数」に係る停止対象車両の指定 上記２．により、算出された「処分車両数」に係る停止対象車両の指定

は、以下の運送事業の種類ごとに、①、②、③、④の順に該当する車両を は、以下の運送事業の種類ごとに、①、②、③、④の順に該当する車両を
指定するものとする。 指定するものとする。
（１）一般乗合旅客自動車運送事業者 （１）一般乗合旅客自動車運送事業者
① 違反事業者の違反営業所等の違反車両 ① 違反事業者の違反営業所等の違反車両
② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両（初 ② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両（初
度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とする。） 度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とする。）

③ 違反事業者の違反営業所等の違反車両と乗車定員が同一の車両 ③ 違反事業者の違反営業所等の違反車両と乗車定員が同一の車両
（乗車定員が同一の車両が複数ある場合は、初度登録年月が新しい順と （乗車定員が同一の車両が複数ある場合は、初度登録年月が新しい順と
する。) する。)
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④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車 ④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車
両（初度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順と 両（初度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順と
する。） する。）

（２）一般貸切旅客自動車運送事業者 （２）一般貸切旅客自動車運送事業者
① 違反事業者の違反営業所等の違反車両 ① 違反事業者の違反営業所等の違反車両
② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両 ② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両
（初度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とす （初度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順とす
る。） る。）

③ 違反事業者の違反営業所等の違反車両と乗車定員が同一の車両 ③ 違反事業者の違反営業所等の違反車両と乗車定員が同一の車両
（乗車定員が同一の車両が複数ある場合は、初度登録年月が新しい順と （乗車定員が同一の車両が複数ある場合は、初度登録年月が新しい順と
する。） する。）

④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車 ④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車
両（初度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順と 両（初度登録年月が同一の車両が複数ある場合は、乗車定員の多い順と
する。） する。）

（３）一般乗用旅客自動車運送事業者 （３）一般乗用旅客自動車運送事業者
① 違反事業者の違反営業所等の違反車両 ① 違反事業者の違反営業所等の違反車両
② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両（④ ② 違反事業者の違反営業所等の違反車両と初度登録年月が同一の車両（④
の車両を除く。） の車両を除く。）

③ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車 ③ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、初度登録年月が新しい車
両（④の車両を除く。） 両（④の車両を除く。）

④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、特種需要に対応する車両 ④ 違反事業者の違反営業所等の配置車両のうち、特種需要に対応する車両

４．遊休車両の処分車両数及び処分期間の配分方法 ４．遊休車両の処分車両数及び処分期間の配分方法
一般乗用旅客自動車運送事業者の、行政処分等の基準中３．（６）及び「一般 一般乗用旅客自動車運送事業者の、行政処分等の基準中３．（６）及び「一般
乗用旅客自動車運送事業者の法令違反に対する関係通達の解釈及び運用につい 乗用旅客自動車運送事業者の法令違反に対する関係通達の解釈及び運用につい
て」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２２１号、関自旅二第１１１８号、 て」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２２１号、関自旅二 第１１１８号、
関自保第２３２号）中３．（３）に従い決定するものとする。 関自保第２３２号）中３．（３）に従い決定するものとする。

附則 附則
１．本取扱いは、平成２１年１０月１日から適用する。 １．本取扱いは、平成２１年１０月１日から適用する。
２．本取扱いの適用前の違反行為については、従前の取扱いによるものとする。 ２．本取扱いの適用前の違反行為については、従前の取扱いによるものとする。
３．平成１６年７月２０日付け関自監一第１５７号及び関自安第５１５号による「一 ３．平成１６年７月２０日付け関自監一第１５７号及び関自安第５１５号による「一
般旅客自動車運送事業の法令違反に対する自動車の使用停止処分の取扱いについ 般旅客自動車運送事業の法令違反に対する自動車の使用停止処分の取扱いについ
て」は、平成２１年９月３０日限りこれを廃止する。 て」は、平成２１年９月３０日限りこれを廃止する。

附則（平成２３年３月３０日 関自監旅第７１３号、関自保第５３５号 一部改正） 附則（平成２３年３月３０日 関自監旅第７１３号、関自保第５３５号 一部改正）
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本取扱いは、平成２３年４月１日から適用する。 本取扱いは、平成２３年４月１日から適用する。

附則（平成２４年３月２７日 関自監旅第１１４４号、関自保第３７０号 一部改正）
本取扱いは、平成２４年４月１日から適用する。
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「一般旅客自動車運送事業者の法令違反に対する自動車の使用停止処分取扱いについて」新旧

新 旧

一般旅客自動車運送事業者の法令違反に対する 一般旅客自動車運送事業者の法令違反に対する

自動車の使用停止処分の取扱いについて 自動車の使用停止処分の取扱いについて

関自監旅第 ２２２ 号 関自監一第 １５７ 号

関 自 保第 ２３３ 号 関 自 安第 ５１５ 号

平成２１年９月３０日

平成１６年７月２０日

標記について、「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基 標記について、「一般乗合旅客自動車運送事業者の法令違反に対する行政

準について」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１３号、関自旅一第 処分等の基準（平成１４年１月３１日付け関自旅１第１４２６号及び関整保

７１０号、関自保第２２４号）、「一般貸切旅客自動車運送事業者に対する 第９３５号）」、「一般貸切旅客自動車運送事業者の法令違反に対する行政処

行政処分等の基準について」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２１６ 分等の基準（平成１４年１月３１日付け関自旅１第１４２７号及び関整保第

号、関自旅一第７１３号、関自保第２２７号）、「一般乗用旅客自動車運送 ９３６号）」及び「一般乗用旅客自動車運送事業者の法令違反に対する行政

事業者に対する行政処分等の基準について」（平成２１年９月３０日付け関 処分等の基準（平成１４年１月３１日付け関自旅２第６５５４号及び関整保

自監旅第２１９号、関自旅二第１１１６号、関自保第２３０号）（以下「行 第９４６号）」（以下「行政処分等の基準」という。）中３．（２）（一般乗用

政処分等の基準」という。）中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車運送事 旅客自動車運送事業については３．（３））の処分日車数の決定及び（３）（一

業については３．（３）、（４））の処分日車数の決定及び（４）（一般乗用旅 般乗用旅客自動車運送事業については（４））の処分日車数における処分車

客自動車運送事業については（５）、（６））の処分日車数における処分車両 両数及び処分期間の配分は、下記により取り扱うこととする。

数及び処分期間の配分は、下記により取り扱うこととする。

記 記

１．処分日車数の決定 １．処分日車数の決定

行政処分等の基準中３．（２）、（３）（一般乗用旅客自動車運送事業に 行政処分等の基準中３．（２）（一般乗用旅客自動車運送事業について

ついては３．（３）、（４））に基づき算定するものとし、旅客自動車運送 は３．（３））に基づき算定するものとし、旅客自動車運送事業運輸規則

事業運輸規則第３８条第１項以外の輸送の安全確保に関する違反又は輸送 第３８条第１項以外の輸送の安全確保に関する違反又は輸送の安全確保以

の安全確保以外の違反に係る日車数が同日車数の場合における最大の日車 外の違反に係る日車数が同日車数の場合における最大の日車数は、輸送の

数は、輸送の安全確保に関する違反とする。 安全確保に関する違反とする。

２．輸送の安全確保に関する違反

平成21年9月30日
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行政処分等の基準中１．（４）（一般乗用旅客自動車運送事業について

は１．（５））

の輸送の安全確保に関する違反は、道路運送法第２３条第１項、第２３条

の５第２項及び第３項並びに第２８条第１項に規定する事項に係る違反とす

る。

２．処分車両数及び処分期間の配分方法 ３．処分車両数及び処分期間の配分方法

上記１．により算定された処分日車数に対する処分する車両の数は、処 上記１．により算定された処分日車数に対する処分する車両の数は、処

分日車数 を３０（一般乗用旅客自動車運送事業にあっては１５）で除して 分日車数を３０（一般乗用旅客自動車運送事業にあっては１５）で除して得

得た数（端数は切り上げ）とし、当該車両を処分する期間は処分日車数を処 た数（端数は切り上げ）とし、当該車両を処分する期間は処分日車数を処分

分する車両の数で除して得た数（端数は切り捨て）とする。この場合におい する車両の数で除して得た数（端数は切り捨て）とする。この場合において、

て、処分日車数に余りが生じたときは、処分の対象とする事業用自動車のう 処分日車数に余りが生じたときは、処分の対象とする事業用自動車のうち１

ち１両について、当該余りに相当する日車数の使用停止をさらに行うものと 両について、当該余りに相当する日車数の使用停止をさらに行うものとする。

する。

ただし、処分しようとする車両数が当該営業所の保有車両数の３０％を ただし、処分しようとする車両数が当該営業所の保有車両数の３０％を

超える場合は、以下の計算により得られた処分車両数及び処分期間とする。 超える場合は、以下の計算により得られた処分車両数及び処分期間とする。

（処分日車数に 余りが生じたときの取扱は前述のとおりとする。） （処分日車数に余りが生じたときの取扱は前述のとおりとする。）

処 分 日 数（端数切り捨て）＝処分日車数÷（配置車両数×０.３） 処 分 日 数（端数切り捨て）＝処分日車数÷（配置車両数×０.３）

処分車両数（端数切り上げ）＝処分日車数÷処分日数 処分車両数（端数切り上げ）＝処分日車数÷処分日数

処 分 期 間（端数切り捨て）＝処分日車数÷処分車両数 処 分 期 間（端数切り捨て）＝処分日車数÷処分車両数

３．遊休車両の処分車両数及び処分期間の配分方法

一般乗用旅客自動車運送事業者の、行政処分等の基準中３．（６）及び

「一般乗用旅客自動車運送事業者の法令違反に対する関係通達の解釈及び運

用について」（平成２１年９月３０日付け関自監旅第２２１号、関自旅二第

１１１８号、関自保第２３２号）中３．（３）に従い決定するものとする。

附則 附則

１．本取扱いは、平成２１年１０月１日から適用する。 本取扱いは、平成１６年８月１日から適用するものとし、平成１６年７

２．本取扱いの適用前の違反行為については、従前の取扱いによるものとす 月３１日 までの違反事実については、従前の取扱いによるものとする。

る。 なお、平成１５年６月９日付け関自監一第１５７号及び関自安第３７４

３．平成１６年７月２０日付け関自監一第１５７号及び関自安第５１５号に 号による

よる「一般旅客自動車運送事業の法令違反に対する自動車の使用停止処 「一般旅客自動車運送事業の法令違反に対する自動車の使用停止処分の取

分の取扱いについて」は、平成２１年９月３０日限りこれを廃止する。 扱いにつ いて」は、平成１６年７月３１日限りこれを廃止する。

平成21年9月30日
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